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○改定した分析の手引きを各府省等に展開

◆ 業務フロー・コスト分析を実施する目的

公共サービス改革における業務フロー・コスト分析導入の目的と経緯公共サービス改革における業務フロー・コスト分析導入の目的と経緯

平成25年11月15日
内閣府公共サービス改革推進室

○ 業務フロー・コスト分析は、平成22年度の公共サービス改革基本方針（以下｢基本方針｣という。）に位置づけられ、国民に対し、公共サービスに関する情報提供を
適切に実施するという目的から、その実施を各府省等に求めた。

・ 平成24年度の基本方針では、特に改善の余地がある事業等を把握するという観点及び官民競争入札の対象事業を選定するという観点を追加。
○ 内閣府官民競争入札等監理委員会（以下「監理委員会」という。）は、平成24年４月に｢業務フロー・コスト分析に係る手引き｣を作成。
○ 平成24年度は、監理委員会（施設・研修等分科会）の要請に基づき、国及び独立行政法人が４事業の業務フロー・コスト分析を実施し、業務改善が図られた。

・ 平成25年度以降についても、国及び独立行政法人等に対して業務フロー・コスト分析の実施を求めていく予定。

公共サービス改革基本方針 ※原則、毎年度閣議決定

・ 国の行政機関等は、自ら実施している公共サービ
スについて、業務フロー・コスト分析を実施

・ 民間委託を行う場合には、当該情報を開示できる
よう体制を整備

・ 内閣府は、各府省等と連携し、分析の試行を実施、
分析手法に関する指針と併せて、各府省等に提示

《参考》公共サービス改革プログラム（平成23年４月28日）

○業務フロー・コスト分析を実施

・司法書士試験・土地家屋調査士試験（法務省）

・貨幣セット販売等業務（（独）造幣局）

・災害共済給付事業（（独）日本スポーツ振興センター）

・奨学金回収業務（（独）日本学生支援機構）

分析の手引きの改定

※ 国の行政機関等
の自主的な実施を明示

○事業選定プロセスにおいて対象事業を選定中

平成24年度

平成25年11月現在

平成24年４月

平成25年８月

平成25年10月

業務フロー・コスト分析の実績

「業務フロー・コスト分析
に係る手引き」等を作成

※ 業務改善の視点を明記

実績を反映

● 「業務フロー・コスト分析」は、国の行政機関等が、自らの事務・事業の見直しを行うために、業務手順や経費について把握・分析する手法。
● 業務フロー及びコスト構造の可視化により、各組織における自主的な業務改善を促進し、業務品質の向上、効率化による経費削減に寄与。

○分析の手引きを各府省等に展開

民間委託が可能と考えられる公共サービスについて業務フローや

費用の分析を行い、広く国民に情報提供できる体制を各府省に要求

公共サービス改革における業務フロー・コスト分析の位置づけ

平成22年７月16日
閣議決定

平成23年７月15日
閣議決定

業務改善、効率性・効果性向上の観点から、業務フローやコスト
分析の実施を監理委員会から求められた場合、国の行政機関等は応
じなければならないことを追記。

平成24年７月20日
閣議決定

国の行政機関等は、特に改善の余地がある業務等を把握するため、分析の手引
等により、業務フローとコストの分析を行うよう努めることを追記。

選定方針に、官民競争入
札の対象は、業務フローと
コスト分析の結果、改善が見
込まれる業務を追記。

平成25年６月14日
閣議決定

分
析
の
手
引
き
が
必
要

公共サービス改革法第３条、４条

国民の立場から国の行政機関等は、
自ら実施する公共サービス全般につ

いて不断の見直しを行う

国の行政機関等が実施するすべての事業

国の行政機関等が実施する業務のうち民間委託が可能な事業

市場化テスト対象事業の選定

事業の対象範囲
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業務フロー・コスト分析の実施手法とその効果業務フロー・コスト分析の実施手法とその効果

○ 業務フロー・コスト分析は、民間企業で数多く行われている活動基準管理（Activity-Based Management）の考え方に準拠。
○ 分析は、①業務区分ごとの業務量の把握・分析及び分析対象とする業務区分の特定、②当該業務区分の事務区分への分解、③事務区分ごとの業務量の把

握・分析、④事務区分（場合によっては業務区分）等の適切な区分ごとに人件費等コストの算定という手順で実施。
○ 分析の実施期間は、当該業務が一巡する期間を原則とする。また、複数の業務により一体的に機能が発揮される業務の場合は、複数の業務を併せて分析対

象とする。
○ 分析結果（各事務区分の業務フロー、関与人数・従事時間、コスト情報等）に基づき、業務改善が必要な事務区分を特定し、それぞれについて、適切な改善方

策を検討。

分析範囲
（組織単位等）

業務区分

業務区分 事務区分

事務区分

又は

業務区分

分析の主な流れ

業務量の把握 コストの算定

○ 廃止・削減

○ 簡素化・統合化

○ 定型化

○ 外注化

○ 平準化

○ 適正化

○ 集約化

分析結果の活用

業務改善が必要な各事務区分について、コスト情報等に基づき、組織
及び業務の特性を勘案しつつ、以下の観点から業務の見直しを検討

… 事務区分自体を廃止 等

… 他の事務区分と統合 等

… マニュアル化、システム化 等

… 民間事業者の活用が図れる事務区分の外部委託 等

… 類似業務を他の業務区分と統合 等

… 業務分担の見直しなどによる業務平準化 等

… 業務の難易度を勘案して職員を再配置 等

事務区分
業務フロー
（本部・地方機関、委託等）

関与人数・時間等
コスト情報
（人件費、その他）

実施計画策定

○○制作

受付事務

事前審査

審議会開催

結果整理票のイメージ

○人×□時間

△人×■時間

▲人×■時間

●人×□時間

▽人×◇時間

【人件費】 【その他】

●●千円

●●千円

●●千円

●●千円

●●千円

●●千円

●●千円

●●千円

●●千円

●●千円

分析対象業務区分

★
★
業
務
（業
務
区
分
）

各事務区分の業務フロー、関与人数・時間、コスト情報等を総合的に勘案
し、業務改善が必要な事務区分を特定

各事務区分の業務

量を把握し、分析

人件費、物件費等を

算定し、分析

業務改善へ

対象とした組織の
業務のうち、全体
に占める従事割合
が高い等、業務改
善の余地がある業
務区分を特定

対象とした業務区
分について、さら
に細かく細分化し
た事務区分を設定
し、業務フロー図
を作成

事務区分ごとに、
従事職員それぞれ
の従事時間を調査
し、関与人数、従
事時間を明確化

事務区分（場合に
よっては業務区
分）ごとに人件費、
物件費等、コスト
の算定を実施

事務区分を設定分析対象業務区分
の特定
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